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長野県塩尻市の位置

古くから交通の要衝（高速道路、ＪＲ中央東線・中央西線・篠ノ井線の
分岐点、信州まつもと空港）。かなり長い分水嶺。



名古屋へ電車で２時間
東京へ電車で２時間３０分

長野県塩尻市の位置



塩尻市の情報化施策

●総務省所管「街中にぎわい創出事業等」
・２０００年　情報拠点「塩尻情報プラザ」（情報体験ギャラリー、研修室、ネットワーク管理設備）
・光ファイバーネットワーク（小中高等学校、支所、博物館、在宅介護施設、保育園、工業団地
　など７２ヶ所をギガビットで接続、現在光ファイバー総延長１３０Ｋｍ）

●総務省所管「街中にぎわい創出事業等」
・２０００年　情報拠点「塩尻情報プラザ」（情報体験ギャラリー、研修室、ネットワーク管理設備）
・光ファイバーネットワーク（小中高等学校、支所、博物館、在宅介護施設、保育園、工業団地
　など７２ヶ所をギガビットで接続、現在光ファイバー総延長１３０Ｋｍ）

●市独自ＩＣＴ事業
・１９９６年　塩尻インターネット接続機構（会員１万人を超える全国初めての市営プロバイダ事業）
をオープンソースで展開（民間ベンダーの構築金額の高さに閉口）。
・全国初の行政ＪＰＮＩＣ会員・ＪＰＲＳ事業者（ドメイン割当、ＩＰアドレス割当）・通信事業者
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●総務省所管「地域児童見守りシステムモデル事業」
・２００６年　市内全域の特定小電力アドホック無線網（単独市費合計中継機６４０台設置運用中）

●総務省所管「地域児童見守りシステムモデル事業」
・２００６年　市内全域の特定小電力アドホック無線網（単独市費合計中継機６４０台設置運用中）

●総務省所管「ＩＣＴ街づくり推進事業」
・２０１２年　特定小電力アドホック無線網を利用した「センサーネットワークによる減災情報提供事
業」を継続中

●総務省所管「ＩＣＴ街づくり推進事業」
・２０１２年　特定小電力アドホック無線網を利用した「センサーネットワークによる減災情報提供事
業」を継続中



塩尻市の情報化施策と社会の流れ

●市独自のメインフレーム導入

・１９８４年　市独自のメインフレーム導入に踏み切り。ベンダーパッケージソフトと自分で開発した
ＡＰで運用開始
・２００７年　メインフレーム生産打切と同時にシステムのマルチベンダオープン化開始
・２０１３年　メインフレームの方付け
・２０１３年　シングルベンダオープン化へ方向転換
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●社会の流れ（２０００年から）

・２０００年　不正アクセス禁止法、Google日本で検索サービス開始、e-ＪＡＰＡＮ構想発表
・２００１年　ＩＴ基本法施行、電子署名法施行、ＩＴ書面一括法施行、電子消費者契約法施行
・２００２年　プロバイダ責任制限法施行、特定電子メール送信適正化法施行
・２００４年　ソーシャルサービス（mixi）開始
・２００５年　個人情報保護法全面施行、e-文書法施行
・２０１０年　オープン系のオフィスソフト・ビッグデータＤＢが台頭してきた（主観）
・２０１２年　サイバー犯罪条約批准
・２０１３年　改正公職選挙法成立、マイナンバー法成立
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システムのオープン化がほぼ終了

情報を利用したサービスの展開へ



社会の流れに応じたシステムの必要性

●いままでのシステムの考え方
閉じたシステムでばらばらに独自に管理

●いままでのシステムの考え方
閉じたシステムでばらばらに独自に管理

●これからのシステムの考え方
セキュリティを保持しながら、オープン
データをビッグデータとして利用

●これからのシステムの考え方
セキュリティを保持しながら、オープン
データをビッグデータとして利用

　　　●必要なことと障害
・多項目にわたるシステム改修
・システム改修費用の捻出
・サービスの変更
・ＩＴ予算の縮小
・職員の減少
・頻繁なシステム変更
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　●システムに求められる条件
・最小限のシステム改修費用
・最小限のシステム改修期間
・多面にわたるサービス
・効率的なフロー
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　●解決策（オープンソースの存在）

・システム全体の最適化
・効率的な開発言語の選択
・システムプロセスの透明化

　●解決策（オープンソースの存在）

・システム全体の最適化
・効率的な開発言語の選択
・システムプロセスの透明化



▲日経新聞首都圏版（2009.01.30）

Rubyによる新図書館システムの稼働（H22）

▲図書館本館（えんぱーく）

塩尻市立図書館が株式会社まちづくり三鷹様が開発したRuby製図書館システム
の導入を決定・導入



■敷地面積
■建築面積
■建　　物
■構　　造

■施　　設

■着工日
■完成日
■稼働開始

約２,８５０㎡
約１,５４０㎡
アヴァシス株式会社、塩尻市による区分所有
鉄骨造３階建
延床面積　約４,２１０㎡
インキュベーションオフィス13室
信州大学塩尻サテライトキャンパス
長野工業高等専門学校 地域共同テクノセンター分室
アヴァシス㈱　研究開発センター
平成１８年　６月
平成１８年１１月
平成１９年　１月

１０１　入居者募集中
１０２　ジオネット㈱
１０３　入居者募集中
１０４　信越ソフトウェアエンジニアリング㈱
１０５　㈱ラムズ
１０６　㈱インフォレストシステムズ
１０７　㈱ジービーエー
１０８　㈲トラストネットワークス
１０９　㈱ サイコムテクノロジー
１１０　コンピュータ・ハイテック㈱
１１１　㈱コミュニティ・クリエイション
１１２　イーシーデザイン
１１３　㈱プロノハーツ

インキュベーションオフィス入居企業　

施設概要　

塩尻インキュベーションプラザ　施設概要

Ｈ２５年４月現在

組み込みソフト
ウェアを合言葉に



塩尻市の産業振興

　塩尻インキュベーションプラザを拠点に、過去６年間「組込みシステム」「ICT」を中
心とした産業振興を実施。
　塩尻市及び塩尻市振興公社は国等の支援策（補助事業等）の活用により、インキュ
ベーションオフィスへの入居率は高水準を維持しているが、最終的な目的である企業
集積については、経済情勢の変革等（リーマンショックなど）の影響等様々な課題が顕
在化しため、地域への目立った波及は少ない。

　また組込みシステム産業自体も製造業と同様に、メインユーザーである情報家電や
自動車業界がこぞって低迷、さらに海外転出が加速された。新製品の開発のための
開発費の多くを占めていた組込みシステムへの投資も大きく制限され、組込みシステ
ム業界にとっては大きな痛手となっている。

http://sip.shiojiri.com/

http://sip.shiojiri.com/


　・競争の場のシフト

　　１．ハードウエアの量産技術競争から　→　ソフトウエアの量産技術競争へ

　　２．ものづくりの競争から　→　機能のアイデア競争へ

　　　　　　　　　　　ソフトウエアの入れ替えによる製品の進化

　　３．ＩＴとの連携による新しいビジネスモデルへ

　　　　　　　　　　　①技術・人材の共有による効率化

　　　　　　　　　　　②既存産業の枠組みを超えた産業連携が実現

組込みソフトウエアによるインパクト

→　製造業の現場で大きな変革が進行中

１．ハード中心からソフト・ハード共存の産業構造へ

２．ソフトウエアが製品の価値を左右する時代が来た



従来の体質

　
　・・・・・

＊プロジェクトリーダー企業は得意分
野において各々役割を入れ替えビッ
クプロジェクトを形成

＊中小企業は常に大企業の
下請け的体質であった。

■Swimmyと産業構造

従来の日本の産業構造

 これからの日本の産業構造

　■Swimmyとは

■Swimmyの教訓

自立した、意識をもった多数の小魚たちが、
従来ではとても太刀打ちできなかった大きな
魚から身を守るためにとったその行動、そこ
にはお互いに協力して新たな生態系としての
社会意識を生み出すという知恵と勇気が感
じられる。

  Swimmyの知恵ある行動にヒントを得て、  
「大きなものほど良い」という価値観の中で
育ってきた産業構造がもたらす昨今の閉塞
感（中小、新起業の不活性さ）を打破する
ための考え方としてSIPのインキュベート活
動にも大いに参考としていく。

SIPの基本コンセプト

S I P もう一つの「S」→ S-SIP.jp → Swimmy

プロジェクト　
リーダー

新しいコラボレート体質に脱
皮したパートナー企業



事業名　　OSS推進事業

委託額　　10,213,134円（緊急雇用創出事業／企業支援型地域雇用創造事業）

事業期間　平成25年6月28日から平成26年3月31日まで

委託元　　塩尻市（経済事業部商工課）

委託先　　一般財団法人塩尻市振興公社（産業振興部門／塩尻インキュベーションプラザ）

事業概要　

　今後マーケットの拡大が見込まれるRuby等を代表とするオープンソースソフトウェア（以下「OSS」
という。）を活用した新たな産業振興として、地域企業を中核とした「信州OSS推進協議会（仮称）」
を設立し、同協議会の事業としてOSS分野の人材育成、研究開発、業務開拓、アライアンスマネジメ
ント、メディア展開などに取り組み、市内ソフトウェア企業の活性化と新たな企業集積による雇用拡大
を図る。　　　

塩尻市からの支援（H25）



①地域企業の受注機会の増大（企業の集積、雇用の創出）
自治体や民間の大規模システムは、大手ベンダに開発及び運用を一括発注すること
が多いため、その経費は非常に高く、地域IT企業には受注機会が閉ざされているとい
う状況。またシステム自体がブラックボックス化されているため、システム変更したい場
合は、受注した大手ベンダのみしか対応できず、かつ高額なカスタマイズ費用がかか
る。
⇒
その点OSSはソフトウエアの設計図にあたるソースコードが無償で公開され、誰にでも
自由に改変や再配布が可能であるため、一定のライセンス条件の下、誰でも商用利用
が可能であり、多くの情報関連企業にビジネスチャンスの拡大をもたらす一方、これを
利用するユーザー企業・団体にとっても、システムの開発・運用コストが抑制できるな
どの効果がある。
 
②地域企業の成長（新産業の創出）
　地域ＩＴ企業の持つ専門技術の相互利用と個別企業では対応できない大型の受注
だけでなく、新分野、異分野の技術を融合して新事業の創出や企業間の交流を通じた
リーダーの育成、単に受注範囲を分割し合うだけの関係から、共同技術開発や人材育
成なども期待できる。

■狙い



「OSS」を活用した新たな産業振興

平成25年9月13日
信州OSS推進協議会　設立



OSSを活用した産業振興

信州OSS推進協議会の設立趣旨

　ソフトウェアの設計図にあたるソースコードが無償で公開され、誰にでも自由に改変や再配付
が可能なOSS（オープンソース・ソフトウエア）は、一定のライセンス条件の下、誰でも商用利用
が可能であり、多くの情報関連企業にビジネスチャンスの拡大をもたらす一方、これを利用する
ユーザー企業・団体にとっても、システムの開発・運用コストが抑制できるなどの効果がある。
 
　近年、OSSは商用ソフトウェアに取って代わることが可能なほど成熟しており、オープンスタン
ダードに準拠したOSSの活用は、民民間、官民間、国・自治体間などにおける情報システムの相
互運用性を実現する上からも非常に効果的であることから、大企業を含む多くの企業・団体で
OSSに積極的に取り組む事例が増加している。
 
　またOSSは企業の枠を超えて導入開発を進めることが可能なことから、企業の協業等による
新しいビジネス市場の拡大が期待できる。
 
　そこで、OSSを活用できる技術者や情報関連企業の支援に取り組むとともに、OSS等による
情報システム導入の効果を県内のユーザー企業・団体等にも広く普及し、その成果を、発信す
ることにより、地域産業の振興や雇用の促進、地域活性化に繋げていくための協働組織として、
「信州OSS推進協議会」を設立する。



具体的な事業内容

１．普及促進事業
OSSを活用したビジネスの取組事例や最新情報等の講演会・セミナー・勉強会等を行い、県内自治体及び企
業のOSSに対する機運の醸成を目指す。

２．専門部会による活動
新たなビジネスの創造を図ると共に、会員企業同士の更なる交流を深め、多くのビジネスチャンスの場として
活用いただくことを目的とする。また必要な部会を今後順次と立ち上げる予定。

３．交流・連携事業
会員企業と県内外を問わずオープンソースビジネスに関わる企業、自治体との交流を促進するとともに、全国
で行われているOSSイベント等に参加し、最新情報の取得とネットワークの拡大を目指す。

４．広報事業
協議会ホームページを立ち上げ、会員間の情報共有を図るとともに、外部へ協議会活動等の情報発信を行う。
また、併せて電子メール等を用いた会員へのタイムリーな情報提供を行い、ビジネス機会の創造と会員メリット
の拡充を目指す。

５．研修事業
若年層向けOSS人材育成を行う。地域のICTの未来を担う中高生が、Ruby等のプログラミングやアプリケー
ション制作について学び、同世代の仲間との出会いや地域での体験活動を通じて、将来の目的意識や自立心
の育成に役立ててもらうことを目指す。



信州OSS推進協議会体制

専門部会

ビジネス部会

（仮称）システム部会
※準備中

会員企業・自治体・団体

会長、副会長

参加

塩尻市

アドバイザリーボード

他地域
企業・自治体・団体

支援・連携

支援事務局
（一財）塩尻市振興公社

幹事会



営業
OSSに関する商材・案件・販売方法等の戦略と方針を立案・共有し、協業型
受注の立ち上げと拡大を目指す

交流
会員企業同士が結集し、各社それぞれの得意分野を共有することで、ビジネ
ス交流の促進を図る

人材
提案営業ができる人材、OSSを使った開発ができる人材の育成を進める

ビジネス部会のミッション

 信州域内IT企業やIT在宅ワーカーの力を束ね
 OSSを使った安価で柔軟な業務システムを商材とし
 「域内システム案件の地産地消」を推し進める

目指す姿

OSSビジネス部会



OSSビジネス部会　目指す姿（協業型ビジネススキーム）

お客様

○設計
○製造
○評価

○構築
○運用

開発案件プロジェク
トチームＡ

構築案件プロジェク
トチームＺ

…

…

契約社員 社員

塩尻市振興公社

A社 X社 在宅※１

人材の育成と案件のコーディネート 案件毎に会員企業
協業でチームを構成

※１　IT系在宅ワーカー組織

営業・契約



ビジネス部会活動概要

事業と狙い 平成２５年度の主な施策

１

＜協業型ビジネススキームの構築＞
協議会参加企業内で、システム開発案件の営業活動
～開発・サポートまでの協業モデルを構築し、実際の
ビジネス活動を定着化させる

「複数社協業型営業～開発」モデルの検討とトライ
アル開発を実施
→来期より本格展開できるように仕組みを検証

２
＜基本商材検討と販売戦略立案・推進＞
基本商材を決定し、顧客ターゲットと販売戦略を決定。
協業型スキームでの拡販を目指す

販売戦略の合意
テストマーケティング：県内自治体を手始めに協業型
営業活動の展開を開始
本格展開：H26/1～を目途

３
＜人材育成＞
OSSを使った業務系WEBシステムのソフトウェア技
術者育成、提案型の営業人材育成

Ruby技術者教育（７月～９月）
教育計画立案と推進

４
＜会員企業交流＞
協議会参加企業のIT系ビジネスに関する取組状況の
共有とビジネスマッチング促進

協議会参加企業募集活動
定例交流会の開催

＜中期的目標＞
・本スキームでのシステム開発案件　２０件／年以上を目指す
・本スキームの他県への普及と、連携による更なる商圏拡大・裾野拡大を目指す

＜中期的目標＞
・本スキームでのシステム開発案件　２０件／年以上を目指す
・本スキームの他県への普及と、連携による更なる商圏拡大・裾野拡大を目指す



ZOMEK I  CMS（H24）

▲塩尻市地域ポータルサイト「ここから、」

H23に（一財）塩尻市振興公社と株式会社まちづくり三鷹様とサイトブリッジ株式会社様と
共同で1年の歳月をかけ開発し、H24にオープンソースとして公開



目的：
当講座は、地域のICTの未来を担う中高生が、初心者にもわかりやすく学習しやすい日本発のプログ
ラミング言語であるRubyのプログラミングやアプリケーション制作について学び、同世代の仲間との
出会いや地域での体験活動を通じて、将来の目的意識や自立心の育成に役立ててもらうもの。

■中高生国際Rubyプログラミングコンテスト（U-18の部）
2011　優秀賞　岡谷工業高等学校
          奨励賞　東京都市大学塩尻高等学校

2012　最優秀賞　松本工業高等学校
          奨励賞　　岡谷工業高等学校

中高生向けRubyプログラミング講座（H22～）



Copyright(c) 2008  SIP. All Rights Reserved.

地域のこども達とともに地域のこども達とともに

■ 小学生向け科学探検団

・飛行船制御プログラム
音響読み込みによるリアルタイム
ＵＮＩＸを使った飛行船制御技術
　（with 信州大学）

・電波時計の組立
　（with 総務省）

■ 中学生向け科学探検団NEXT



中高生Rubyプログラミング講座

第１回　中高生国際Rubyプログラミングコンテストにおいて

　　　　　　U-１８部門　優秀賞・奨励賞を獲得！

まつもと  ゆきひろさんと記念撮影

第２回　「中高生国際Rubyプログラミングコンテスト」　最優秀賞　受賞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　2012年12月1日



参考資料



センサーネットワークによる減災情報提供事業

行政機関
（消防防災課）

塩尻情報プラザ

塩尻市特定小電力ネットワーク
市内500ヶ所以上基地局設置済み

携帯端末な
どから統一
されたID認
証により、い
つでもどこ
でも安全に
情報を閲覧

塩尻市光ファイバーネットワーク

プライベートクラウドシステム

鳥獣害セン
サー

市内循環バス
位置センサー

土石流センサー

土石流災害危険箇
所に土石流セン
サーを配置し、既存
アドホックネットワー
クでクラウドサー
バーに送信

市内河川に水位セン
サーを配置し、既存ア
ドホックネットワークで
クラウドサーバーに送
信

共通認証システム

インターネット
携帯電話ネットワーク

塩尻市ビックデータ連携システム

水位センサー

市内循環バスに
GPS位置センサー
を配置し、既存アド
ホックネットワークで
クラウドサーバーに
送信

鳥獣害出没箇所に
鳥獣害センサーを
配置し、既存アド
ホックネットワークで
クラウドサーバーに
送信

市内W iF iフリースポット
ネットワーク

見守りセンサー

子供や高齢者が携
帯している見守りセ
ンサーの位置情報
を既存アドホック
ネットワークでクラウ
ドサーバーに送信し
、避難者情報として
活用

全庁型GISシステム
被災者支援システム
緊急情報システム

不審者情報
や緊急情報を
メールで携帯
端末で受信
後、いつでも
どこでも安全
に情報を閲覧

市内エリアワンセグ
ネットワーク

緊急時には避難
情報や不審者情
報をエリアワンセ
グにより緊急情
報として配信。ま
た、平常時は、生
活情報や観光情
報を配信

市役所

提案者 日本ソフトウェアエンジニアリング（株）、信州大学、塩尻市

実施場
所 長野県塩尻市

事業概
要

塩尻市が持つ既存の光ネットワークやアドホック無線ネットワーク、各システムと連携し、新規に構築する各種センサーから収集した土
石流情報、水位情報、鳥獣害情報、市内循環バス情報、見守り情報（既存）を、新規に構築するプライベートクラウド環境に蓄積し、新規
に構築する市内エリアワンセグネットワークとWiFiフリースポットから、住民にいつでもどこでも共通ID認証システムを利用し、土石流・
水位の変化などの情報を事前に提供することで、減災を図る。緊急時には既存のGIS地図情報等と連携をしたうえで、判り易い情報の
伝達を行う。また、平時には生活情報や観光情報を提供し、緊急時にも使い慣れた機器の扱いが出来るよう配慮したシステムを構築す
る。

26



参考資料出典：ICTまちづくり推進協議会検討部会より
取りまとめ（案）



参考資料出典：ICTまちづくり推進協議会検討部会より
取りまとめ（案）
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